
 

教科書採択の改善について（意見のまとめ） 

 

平成２５年１２月２６日 

中 央 教 育 審 議 会 

初 等 中 等 教 育 分 科 会 

 

はじめに 

 

○ 平成２５年１１月１５日、文部科学大臣は、今後の教科書改革に向けた総合

的な政策パッケージとして「教科書改革実行プラン」を発表した。ここに掲げ

られた事項のうち、初等中等教育分科会に対しては、教科書採択の改善に関す

る以下の事項について審議の要請がなされた。 

 

①共同採択について、構成市町村による協議ルールを明確化 

②「市郡」単位となっている採択地区の設定単位を「市町村」に柔軟化 

③採択結果・理由など、教科書採択に関する情報の公表を求める 

 

○ 初等中等教育分科会としては、「教科書改革実行プラン」について、 

①共同採択地区内で教科書が一本化できず、教科書の無償給付ができない事態

の発生を防止する 

②地域の実情に沿った採択地区設定を可能とする 

③各採択権者による責任ある採択を促進する 

といったことに資するものと受け止め、それぞれの事項を具体化することや実

施上の留意点をまとめるなどの観点から審議を行い、以下のとおり意見をまと

めた。 

 

 

１．共同採択に係る協議ルールの明確化について 

 

○ 最近、採択地区を構成する市町村のうち一部の市町村が採択地区協議会の答

申と異なる教科書を採択し、採択地区内で教科書の一本化ができず、結果とし

て国から教科書の無償給付ができないという事例が生じた。 

 



 

○ このような事例の発生を防止するという目的に照らせば、共同採択地区につ

いては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に規定する協議会制度のうち

管理執行協議会（協議会が行う事務の管理・執行が、関係普通地方公共団体の

執行機関が管理・執行したものとして効力を有するもの）を設置することなど

により、協議ルールの明確化を図るための制度の整備を図ることが適当であ

る。 

 

 

２．採択地区の設定単位の柔軟化について 

 

○ 近年の市町村合併の進行により、一つの郡を構成する町村の数が減るととも

に、一つの郡の人口規模も小さくなり、また、町村が飛び地になっている郡が

生じるなど、郡という行政区画は変質しつつある。このような中、採択地区の

設定単位を「市郡」から「市町村」に改めることは、郡の区域にかかわらない

柔軟な採択地区の設定を可能とし、妥当である。 

 

○ 採択地区の設定について権限と責任を有する都道府県教育委員会において

は、今回の制度改正の趣旨をいかし、市町村教育委員会の教科書の研究能力等

を総合的に勘案し、適切な採択地区の設定を行うことが必要である。その際、

特に、共同採択が小規模な町村の採択事務において果たしている役割に留意し

つつ、そもそもの採択権限を有している市町村教育委員会の意向を十分に踏ま

えなければならない。 

 

 

３．採択結果・理由等の公表について 

 

○ 教科書が学校教育において果たす重要な役割を踏まえ、教育委員会にあって

は主に地域住民に対して、私立学校にあっては主に保護者に対して、その関心

に応じて採択に関する情報を適切に提供していくことが必要である。 

 

○ その際、私立学校は建学の精神に基づき多様な人材育成を行う教育機関であ

るとともに、採択については学校単位で行っており、基本的に地域単位で採択

を行っている教育委員会とは採択について説明責任を負うべき対象等の点に



 

おいて異なるなど、学校の設置主体や学校種の特性等を踏まえ、採択に関する

情報の公表の在り方はおのずと異なってくることに配慮する必要がある。 

 

 

４．今後の検討課題について 

 

○ 今回、初等中等教育分科会としては、「教科書改革実行プラン」の方向性を

踏まえ、主に現行制度の改善という観点から審議を行い、その内容については

おおむね妥当と考えているが、その審議の過程においては、 

①地方分権の進展や地方教育行政制度改革の動向、教科書のデジタル化の進展

に伴う市町村の教科書に対するニーズの多様化などを踏まえ、共同採択制度

そのものの在り方についても検討すべき 

②例えば、採択のための教科書の研究は共同で行いつつ、採択自体はそれぞれ

の市町村教育委員会において行う、若しくは、市町村教育委員会の希望に応

じて共同採択を選択できるようにするなど、現行の共同採択制度と市町村教

育委員会による単独採択とする制度との折衷的な方策も考えられる 

③採択権者がどの教科書を採択したとしても外部からの無用な批判にさらさ

れることのないよう、検定を通じて更に教科書の質を高めていくべき 

といった意見も出された。 

 

○ 教科書を巡る課題としては、上記のほか、教科書のデジタル化や多様な学び

に対応するための教科書の多様性の向上など、他の重要課題もあることから、

今後も引き続き教科書制度の在り方について議論を深めていく必要がある。 
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教科書採択制度の概要

教科書の採択は、公立学校では都道府県・市町村の教育委員会（※１）

が、国立・私立学校では校長（※２）が行う。

市町村立小中学校の教科書については、都道府県教育委員会が市町村教育

委員会の意見を聞いて市郡を単位として採択地区を設定する（※３）。採択

地区が二以上の市町村の区域を合わせた地域であるときは、当該採択地区内

の市町村教育委員会は同一の教科書を採択する（※４）。

都道府県教育委員会は、教科用図書選定審議会の諮問・答申に基づき、市

町村教育委員会に対し必要な指導、助言、援助を行う（※５）。

共同採択制度の意義

①調査研究に地区内の多くの教員等が参画でき、教科書内容についての綿

密な調査研究が可能となること

②地区内の教員が共同で教材研究や授業研究を行うことが可能となること

③周辺市町村への転校により教科書が変わるという学習上の不便が生じな

いこと

④教科書の円滑な供給と教科書価格の低廉化が期待できること

諮 問

教科用図書 都 道 府 県 教 育 委 員 会
選定審議会 答 申

指導 採択
・
助言
・
援助 高等学校 高等学校 ・・

市町村教委 市町村教委 市町村教委 ・･･･ 採 択 国・私立学校

（ 採 択 地 区 協 議 会 ）

（ 選 定 委 員 会 ） （ 選 定 委 員 会 ）

（ 調 査 員 ） （ 調 査 員 ）
採 択 地 区 採 択 地 区

※１ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条第６号
※２ 教科書の発行に関する臨時措置法第７条第１項
※３ 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律第１２条第１項、第２項
※４ 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律第１３条第４項
※５ 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律第１０条，第１１条第１項



地方自治法における「協議会」制度について 

 
 
地方自治法の規定に基づき、普通地方公共団体は、事務の一部を

共同して管理・執行するため、協議により規約を定めて協議会を設

けることができる。規約の協議について関係地方公共団体の議会の

議決を要する。（連絡調整協議会を除く。） 
 
【協議会の種類】 

 

①管理執行協議会：事務の一部を共同して管理・執行するもの 
  

→協議会が行う事務の管理・執行は、関係普通地方公共団体の執

行機関が管理・執行したものとしての効力を有する。 
 
②連絡調整協議会：事務の管理・執行について連絡調整を図るため

のもの 
  

→連絡調整の成果に基づいて関係地方公共団体の執行機関が行

為をとることによってはじめて一定の法的効果が生じる。 
 
③計画作成協議会：広域にわたる総合的な計画を共同して作成する

ためのもの 
  

→協議会が広域にわたる総合的な計画を作成したときは、関係普

通地方公共団体は当該計画に基づいてその事務を処理するよ

うにしなければならない。 
 

参考資料３ 
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戸
市
、
鶴
ヶ
島
市
、
ふ
じ
み
野
市
、

入
間
郡
（
毛
呂
山
町
、
越
生
町
、
三
芳
町
）

東
京

西
多
摩
地
区

西
多
摩
郡
（
瑞
穂
町
、
日
の
出
町
、
檜
原
村
、
奥
多
摩
町
）

静
岡

榛
原
採
択
地
区

牧
之
原
市
榛
原
郡
（
吉
田
町
、
川
根
本
町
）

大
阪

泉
南
郡
採
択
地
区

岬
町
、
田
尻
町
、
熊
取
町

奈
良

第
１
１
採
択
地
区

磯
城
郡
、
高
市
郡
（
川
西
町
、
三
宅
町
、
田
原
本
町
、
高
取
町
、
明
日
香
村
）

広
島

安
芸
採
択
地
区

安
芸
郡
（
府
中
町
、
海
田
町
、
熊
野
町
、
坂
町
）

香
川

仲
多
度
採
択
地
区

仲
多
度
郡
（
ま
ん
の
う
町
、
琴
平
町
、
多
度
津
町
）

長
崎

県
北
採
択
地
区

平
戸
市
、
松
浦
市
、
北
松
浦
郡
（
小
値
賀
町
、
佐
々
町
）

※
離
島
は
飛
び
地
に
含
ま
な
い

※
平
成

24
年
度
採
択
時
点
、
文
部
科
学
省
調
べ

参考資料５



各
採
択
地
区
に
お
け
る
教
科
書
採
択
の
結
果
・理
由
等
の
公
表
状
況
（義
務
教
育
）

公
表

請
求
に
応
じ
て
公

表
非
公
開

当
該
組
織
・
資
料
な
し

採
択
地
区
協
議
会
委
員
氏
名

34
24

2
42

26
4

10
.7

%
76

.1
%

13
.2

%

選
定
委
員
氏
名

79
21

7
56

22
3

22
.4

%
61

.6
%

15
.9

%

調
査
員
氏
名

74
27

4
21

9
15

13
.1

%
48

.3
%

38
.6

%

採
択
理
由

17
1

34
7

24
40

31
.5

%
64

.0
%

4.
4%

採
択
結
果

33
9

23
0

4
9

59
.2

%
40

.1
%

0.
7%

調
査
研
究
資
料

10
1

42
4

33
24

18
.1

%
76

.0
%

5.
9%

※
平
成

23
年
度
採
択
時
点
、
文
部
科
学
省
調
べ

参考資料６



各
教
育
委
員
会
に
お
け
る
教
科
書
採
択
の
結
果
・理
由
等
の
公
表
状
況
（都
道
府
県
立
高
等
学
校
）

公
表

請
求
に
応
じ
て
公
表

非
公
表
・作
成
な
し

都
道
府
県
数

全
都
道
府
県
に

占
め
る
割
合

都
道
府
県
数

全
都
道
府
県
に

占
め
る
割
合

都
道
府
県
数

全
都
道
府
県
に

占
め
る
割
合

都
道
府
県
の
作

成
す
る
採
択
基

準
等
資
料

14
29

.8
%

22
46

.8
%

11
23

.4
%

都
道
府
県
の
作

成
す
る
各
教
科

書
の
調
査
研
究

資
料

4
8.

5%
17

36
.2

%
26

55
.3

%

各
学
校
の
作
成

す
る
選
定
関
係

資
料

10
21

.3
%

33
70

.2
%

4
8.

5%

採
択
結
果

25
53

.2
%

19
40

.4
%

3
6.

4%

採
択
理
由

1
2.

1%
0

0.
0%

46
97

.9
%

※
採
択
理
由
に
つ
い
て
は
、
各
学
校
か
ら
の
選
定
資
料
と
は
別
に
資
料
を
作
成
し
て
い
る
場
合
の
み
回
答

※
平
成

24
年
度
採
択
に
つ
い
て
の
状
況
、
文
部
科
学
省
調
べ

参考資料７


